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下水道事業におけるPPP/PFIの動向



下水道事業におけるPPP/PFIの動向

下水道事業の現状・課題と取組

• 下水道は、暮らしの安心・安全の確保と豊かな水環境の保全に必要不可欠な存在であ
る。

• 一方、人口減少等に伴う厳しい事業・経営環境や組織体制の脆弱化、老朽化施設の増
大等、下水道が抱える課題は深刻となっている。

• 今後、これら課題の解決策の一つとして、また、下水道事業・経営の持続可能性を確保
するための一つの有効な手段として、PPP/PFI（官民連携）の重要性がさらに高まると考
えられる。

出典：「下水道分野におけるPPP/PFI（官民連携）の推進について」（令和6年2月 国土交通省） 3



ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（令和5年改定版）

下水道事業におけるPPP/PFIの動向

（１） 多様なPPP/PFIの展開
（２） 地方公共団体等の機運醸成・ノウハウの蓄積と案件形成

に向けた積極的な支援
（３） 取組基盤の充実
（４）株式会社民間資金等活用事業推進機構（以下、機構）の

活用

令和４年度からの10年間で30兆円の事業規模目標の達成に向け、PFIの質と量の両
面からの充実を図るため、以下の柱で、アクションプランを改定。

1.事業件数10年ターゲットの設定 2.新分野の開拓 3.PPP／PFI手法の進化・多様化

〇 ３０兆円
令和４～令和13年度の10年間

・PPP/PFI事業推進のため、平成28年に定めた。

・事業規模目標の達成に向けて、毎年の進捗にあわせた改定を行い、施策の集中的な取
組を強化している。

PPP/PFI推進アクションプラン

令和5年改定の背景

事業規模目標PPP/PFI推進のための施策

出典：「PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）概要」（令和5年6月2日 内閣府）
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事業件数10年ターゲットの設定

下水道事業におけるPPP/PFIの動向

出典：「PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）概要」（令和5年6月2日 内閣府） 5



水の官民連携（ウォーターPPP）の活用

参考：「『水の官民連携』理解促進パンフレット（住民等向け）」（国土交通省）

• 「PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）」において、「水の官民連携（ウォータ
ーPPP）」の導入拡大を図ることとなった。

• 水の官民連携（ウォーターPPP）を導入することで、下水道の課題である職員数の減少や
施設の老朽化、経営改善ひいては下水道使用料の大幅な上昇の抑制等に対して効果
が期待される。

新技術や民間の
ノウハウの活用による担

い手不足への対応

 ICTなどの新技術等を活

用した省人化による担
い手不足への対応

 長期契約により専門性
の高い人材育成が可能

 参画する地元企業のノ
ウハウ蓄積

効率的かつ効果的な
維持管理・更新

 効率的・効果的な維持
管理や更新投資の実現

 民間のノウハウ・創意
工夫を活用した運転管
理、点検等の実施によ
る施設機能の維持

 更新施設への新技術等
の活用

財政負担の軽減や
下水道使用料の

上昇抑制

 複数業務の一本化と長
期契約によるスケール
メリットを活かしたコスト
削減

 計画的かつ効果的な維
持管理や更新への投資

 水道料金・下水道使用
料の大幅な上昇の抑制

下水道事業におけるPPP/PFIの動向
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水の官民連携（ウォーターPPP）の概要



水の官民連携（ウォーターPPP）とは

水の官民連携（ウォーターPPP）の概要

出典：「下水道分野における『水の官民連携』ガイドライン第3.0 版」（令和8年4月 国土交通省） 8



レベル3.5とは

水の官民連携（ウォーターPPP）の概要

出典：「下水道分野における『水の官民連携』ガイドライン第3.0 版」（令和8年4月 国土交通省） 9



広域型・分野横断型の水の官民連携（ウォーターPPP）

水の官民連携（ウォーターPPP）の概要

出典：「下水道分野における『水の官民連携』ガイドライン第3.0 版」（令和8年4月 国土交通省） 10
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下水道事業の概要



下水道事業の概要

木曽川右岸流域（関連公共）下水道事業の変遷（抜粋）

昭和4８年：木曽川右岸流域下水道事業の計画発表

昭和49年：都市計画決定（岐阜県）

昭和50年：都市計画決定（各務原市）

昭和52年 ：下水道法、都市計画法の事業認可（岐阜県）

昭和5５年 ：岐阜県が幹線管渠工事に着手

昭和5７年 ：都市計画決定（岐阜市）

下水道法、都市計画法の事業認可（各務原市）

各務原市が管渠工事に着手

昭和5９年 ：下水道法、都市計画法の事業認可（岐阜市）

岐阜市が管渠工事に着手

岐阜県が各務原浄化センター建設工事に着手

平成 3年：一部供用開始（岐阜市、各務原市、岐南町）

平成３１年 ：計画処理能力228,000ｍ3／日までの増設完了
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岐阜県の流域下水道施設

下水道事業の概要

12,085.5ｈａ整備済み面積（R6末時点）13,482.3ｈａ計画処理面積

382,996人水洗化人口（R6末時点）418,880人計画処理人口

228,000m3/日処理能力各務原浄化
センター分流式

排除方式

平成 3年供用開始

汚水管：77,640ｍ
放流管： 9,050ｍ

管渠管路長森ポンプ場

岐南ポンプ場

兼山ポンプ場

川島ポンプ場

中継ポンプ場

398基マンホール

汚水管：１５基
放流管： 5基

流量計

13

流域関連市町：岐阜市､美濃加茂市､各務原市､可児市､岐南町､笠松町､坂祝町､川辺町､八百津町､御嵩町



岐阜市の流域関連公共下水道施設（汚水）

下水道事業の概要

2,225.0ｈａ整備済み面積（R6末時点）2,673.2ｈａ計画処理面積

77,020人水洗化人口（R6末時点）93,020人計画処理人口

平成3年供用開始管路

分流式

排除方式

汚水管：686,564ｍ管渠

19,028基マンホール

12基
マンホール
ポンプ

岐阜市
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各務原市の流域関連公共下水道施設（汚水）

下水道事業の概要

2,702.6ｈａ整備済み面積（R6末時点）3,082.0ｈａ計画処理面積

108,906人水洗化人口（R6末時点）116,550人計画処理人口

平成3年供用開始管路

分流式

排除方式

汚水管：684,705ｍ管渠

22,471基マンホール

17基
マンホール
ポンプ

15

各務原市
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現状と課題
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（人）

整備人口（岐阜県流域下水道）

岐阜県におけるヒトに関する課題

現状と課題

・流域下水道全体の整備人口は、減少傾向であり、令和17年度には、ピーク時から約1
万8千人の減少が見込まれる。

→下水道利用者の減少により、下水道事業の一人当たりの負担が増大する。

・岐阜県の職員数は横ばいで推移しており、年齢構成についても大きな変動はない。

出典：「岐阜県の給与・定員管理等について」（H28～R7）を一部加工

17
出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度）基礎データ
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-17,858人



岐阜県におけるモノに関する課題

現状と課題

・下水道施設全体としては、供用開始から30 年以上が経過し、老朽化が進行している
ことから、近年、施設の改築・更新に係る費用の割合が増加している。

・このうち管渠は、設置から40年以上経過しており、現時点では老朽化率は0％である
が、一部の管渠は、令和13年度に標準耐用年数50年を超過することから、以降、老朽
化率が増加していく見込みである。
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老朽化率 約1.5%

令和23年度時点

老朽化率 約27.4%
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岐阜県におけるカネに関する課題

現状と課題

・維持管理費は、平成3年の供用開始以降、流入汚水量の増加に比例して増加傾向に
あったが、近年は25億円前後で横ばいの状況である。

・建設改良費は、平成7年度の約104億円をピークに減少傾向となり、近年は20億円
前後で横ばいの状況である。

・一方で、前述の老朽化の進行や近年の物価上昇等の要因から、維持管理費及び建設
改良費は、今後、増加傾向の見通しとなっている。

出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度） 出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度）
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維持管理費及び流入汚水量 建設改良費
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（人）

整備人口（岐阜市流域関連公共下水道）

岐阜市におけるヒトに関する課題

現状と課題

・岐阜市流域関連公共下水道の整備人口は、減少傾向であり、令和17年度には、ピーク
時から約9千3百人の減少が見込まれる。

→下水道利用者の減少により、下水道事業の一人当たりの負担が増大する。

・岐阜市の職員数は横ばいで推移しており、年齢構成についても大きな変動はない。

20
出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度）基礎データ 出典：「岐阜市の給与・定員管理等について」（H28～R7）を一部加工
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-9,287人



岐阜市におけるモノに関する課題

現状と課題

・処理場のうち、北部プラント及び南部プラントは処理開始より50年以上経過しており、
今後､更新時期を迎える。

・管渠は、令和5年度時点で老朽化率は約16％であり、令和16年度には約33％まで
増加する。

出典：岐阜市上下水道事業経営戦略（2025年4月） 21



岐阜市におけるカネに関する課題

現状と課題

・令和2年度の約52.8億円をピークに、人口減少等に伴う使用水量の減少により、料
金収入が減少し、令和5年度では約51.2億円となっている。

・令和7年度からの料金改定により料金収入が一時的に増加するが、人口減少等に伴う
使用水量の減少により、料金収入の減少が続く見通しとなっている。

・事業費は、平成26年度に約34.4億円まで増加したが、それ以降は減少と増加を繰り
返し、令和4年度には約24.9億円まで減少している。

出典：岐阜市上下水道事業経営戦略（2025年4月）
出典：下水道統計（H25～R4）より一部加工
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各務原市におけるヒトに関する課題

現状と課題

・各務原市流域関連公共下水道の整備人口は、短期的には上昇傾向にあるが、長期的
には減少傾向に転じ、令和17年度には、ピーク時から約3千5百人の減少が見込まれ
る。

→下水道利用者の減少により、下水道事業の一人当たりの負担が増大する。

・各務原市の職員数は横ばいで推移しており、年齢構成についても大きな変動はない。

23
出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度）基礎データ
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出典：「各務原市の給与・定員管理等について」（H28～R7）を一部加工

-3,527人



各務原市におけるモノに関する課題

現状と課題

・移管管渠の供用開始は昭和44年度であり、令和6年度時点では、経過年数が55年と
なり、老朽化率は約8.0％となっている。また、平成3年度に供用開始となった管渠に
ついても、現時点で33年が経過しており、令和16年度には老朽化率が約9.1％増加
する見込みである。

出典：下水道ストックマネジメント基本計画（汚水管路施設）より一部加工
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各務原市におけるカネに関する課題

現状と課題

・年間有収水量に対する有収率は、令和6年度時点で83.7％であり、平成30年度と比
較して、約10ポイント減少している。

・事業費は、令和2年度に約32.5億円まで増加したが、それ以降は減少傾向で推移し、
令和4年度には約23.9億円まで減少している。

出典：令和6年度 下水道事業年報 出典：下水道統計（H25～R4）より一部加工
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岐阜県・岐阜市・各務原市の課題

現状と課題

職員数は横ばいで推移しているが、今後、老朽化
施設の増加に伴い職員の業務負荷が大きく
なる

施設の老朽化等に伴い、下水道事業の維持管理
費及び建設改良費が増加する見込みであり、

下水道事業会計は厳しくなる

耐用年数を超過する資産が増加してきており、

適切に維持管理がなされなければ、大きな事故
に繋がる

組織
体制
(ヒト)

施設
(モノ)

財政
(カネ)
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昨今の下水道事業を取り巻く社会情勢

現状と課題

１）日 時 ： 令和7年1月28日（火）午前9時49分頃
２）場 所 ： 主要地方道松戸草加線（県道54号）中央一丁目交差点内
３）状 況 ： 道路陥没が発生し、1名乗車のトラック1台が転落
４）要 因 ： 硫化水素によって腐食した下水道管に起因するものであると考えられる

埼玉県八潮市道路陥没事故の概要

・近年の下水道事業においては、特に管路分野に関し、埼玉県八潮市で発生した道路陥
没事故等を契機として、「管路マネジメントのあり方」に対する関心が一層高まってい
る。

27出典：八潮市で発生した道路陥没事故に関する原因究明委員会報告書（概要版）（2026年2月）



課題に対する対応策と期待される効果

現状と課題

・組織・業務のスリム化
・予防保全管理による施設の健全化
・効率的な維持管理によるコストの縮減

など

老朽化施設の対策
適切な維持管理の推進
ストックマネジメントの実施

現在 将来

業務量

期待される効果

水の官民連携
（ウォーターPPP）

導入

人員の確保
効率的な業務実施

更に
業務量が増加

が必要

対
応
策

 将来的に発生する課題に備え、これまで以上に老朽化対策、適切な維持管理を行
うためには、民間企業の協力が必要となる。

 このため、民間企業の技術力・ノウハウを活用した水の官民連携（ウォーターPPP）
の導入を検討する。
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事業スキーム（案）



水の官民連携（ウォーターPPP）事業の概要（案）

事業スキーム（案）

関連自治体

岐阜県（木曽川右岸流域下水道）

岐阜市（流域関連公共下水道）

各務原市（流域関連公共下水道）

事業期間
10年間
（令和10年４月1日～令和20年３月31日）【予定】

実施方式
管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）
［更新支援型］

発注方法 仕様発注から性能発注へ段階的な移行を想定
30

対象施設 管路



事業スキーム（案） 検討フロー

事業スキーム（案）

導入可能性調査開始

基礎資料収集

勉強会及びアンケート調査

個別ヒアリング（追加アンケート調査）

事業スキーム（案）作成 ←アンケート結果を
反映

市場調査及びアンケート調査 ←事業スキーム（案）
を提示し企業の
参画意欲等を確認

事業スキーム決定

←過去５年程度に受
託実績がある企業
を対象

令和7年10月21、22日

令和８年1月19日

令和８年6月30日（今回）

31



対象施設（案）

事業スキーム（案）

32

・本事業における対象施設は以下を想定している。

・なお、今後の検討の中で具体に決定するため、現時点から変更する可能性がある。

各務原市岐阜市岐阜県管路施設

●●●管渠（汚水管）

－－●管渠（放流管）

●●●マンホール（ふた含む）

●●－ます及び取付け管

－－●下水道光ファイバー施設

－－●流量計・水位計等

●●－マンホールポンプ

※●が対象



対象業務（案）

事業スキーム（案）

33

対象自治体
業務内容中分類大分類

各務原市岐阜市岐阜県

●●●
マンホールふたを開けず、管渠が埋設された地上部（主に道路
面）の状況について観察し、管渠の損傷または継ぎ手の不良に
よって発生する沈下の有無等について把握する。

巡視

計画的業務

●●●

マンホールふたを開け、地上からの目視による流下状況の確認、
鏡とライトの使用またはマンホール内に管口テレビカメラを挿入、
もしくは必要に応じてマンホールに入孔した作業員による目視で
管内状況や堆積物の有無等の確認を行う。

点検

●●●

潜行目視またはテレビカメラにより、本管の破損、クラック、継
手ズレ、腐食等の劣化度や流下能力に影響を与える上下方向のた
るみ、取付け管の突出し、油脂の付着、樹木根侵入、モルタル付
着、地下水の浸入並びに土砂の堆積状態の性状等について把握す
る。

調査

●●●
巡視、点検、調査等において確認された堆積土砂について、高圧
洗浄車、吸引車等を使用し清掃（撤去）する。清掃

●●●
巡視、点検、調査等において確認された要対策箇所について、修
繕を行う。対象は、流量計、マンホールポンプ、光ケーブル等の
管路付帯設備も含む。

修繕

●●●住民からの苦情・要望を受けて、必要な措置を行う。住民対応

住民対応等業務 ●●●
計画的業務及び住民対応を除く、緊急対応を要する場合で、かつ
小規模なものについて、必要な措置を行う。緊急対応

－－－
計画的業務及び住民対応を除く、緊急対応を要する場合で、かつ
道路陥没等の大規模なものについて、必要な措置を行う。事故対応

・本事業における対象業務は以下を想定している。

・なお、今後の検討の中で具体に決定するため、現時点から変更する可能性がある。

※●が対象



対象業務（案）

事業スキーム（案）
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対象自治体
業務内容中分類大分類

各務原市岐阜市岐阜県

●●●

巡視、点検、調査等において、地下水及び雨水が浸入または下水
が漏水している可能性がある箇所を確認した場合、その旨を報告
するとともに、当該箇所に適した詳細調査方法や対策方法につい
て提案を行う。

不明水対策
問題解決業務

－－－－悪臭対策

●●●
大雨等の災害が予想される場合は、溢水危険箇所の警戒巡視や土
のう等の事前準備を行う。また、行政が実施する防災訓練等への
参加を行う。

災害予防

災害対応業務 ●●●
地上から施設の被災状況の概要を把握し、大きな機能支障や二次
災害の原因となる被害の有無について把握する。災害発生後、速
やかに実施する。

被害状況把握

●●●
二次災害につながる危険性のある被害に対して緊急措置を行う。
道路に与える影響、周辺施設に与える影響等の程度に重点をおい
て行う。

二次災害防止

－－－－改築設計
改築業務

－－－－改築工事

●●●
更新計画案を作成する。なお、計画案には、日々の維持管理から
情報を収集し、気づき等を得て、これらを分析し、今後の修繕や
改築の見通し等を判断し、反映させる。

更新計画案作成計画策定業務

●●●

効率的な維持管理の実現のために、 複数の業務を総合的な視点
で進行管理するとともに、要求水準を遵守するための施設の適正
かつ効率的な管理を実施し、目的を達成するため、統括的に業務
をマネジメントする。

一元管理
統括管理業務

●●●
行政が行う維持管理情報等のデータ整理の補助を行う。（指定す
るフォーマットへのデータ入力等）

維持管理情報等の
整理台帳への反映

※●が対象



対象業務（案）

事業スキーム（案）
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対象自治体
業務内容中分類大分類

各務原市岐阜市岐阜県

－－●
日常、測定対象物の定常状態が標準目盛の範囲で推移しているこ
とを確認する。また、上下限値で推移している場合は現場状況を
確認する。

計測量の測定範囲
の確認流量計等の運転

管理
－－●

供用開始時以外において、反復時または連続計測時のその計測量
の応答が速く、再現性が高く、かつ誤差の少ないことを確認する。

計測量の精度等の
確認

－－●
主として運転中の計測機器について、異常の有無または異常の兆
候を発見するため、あらかじめ定められた時刻に各計器ごとに巡
回・点検する。

日常点検
流量計等の保全
管理

－－●
計測機器の損傷、腐食、摩耗等の状況や現状の指示値と基準値を
比較し、計画的に点検する。定期点検

－－●零点、スパン調整等の校正を行う。校正

●●－
設備の状態、マンホール内の油脂、スカムの状態等を目視点検、
記録する。また、状況により高圧洗浄、水位計の清掃を行う。巡回点検

マンホールポン
プの維持管理

●●－
ポンプの引上げ等を行い設備の状態を正確に確認し、機器の性能
を維持することを目的に、潤滑油交換、水位計の校正そのほかの
整備点検を行う。

定期点検

●●－
ポンプの性能維持のため、定期的、計画的にオーバーホールを実
施する。また、更新との経済性も十分検討する（運転時間、経年
劣化を考慮し、実施する）。

オーバーホール

※●が対象



対象数量（案）

事業スキーム（案）

36

・本事業における主な施設の対象数量は以下を想定している。

・なお、今後の検討の中で具体に決定するため、現時点から変更する可能性がある。

各務原市岐阜市岐阜県管路施設

６８４，７０５ｍ６８６，５６４ｍ７７，６４０ｍ汚水管
管渠

－－９，０５０ｍ放流管

２２，４７１基１９，０２８基３９８基マンホール

－－１５基汚水管
流量計

－－５基放流管

１７基１２基－マンホールポンプ



配置技術者の資格要件（案）

事業スキーム（案）

・本事業における配置技術者の資格要件は以下を想定している。（一部業務を除き、業務
間及び各自治体間の配置技術者は兼務可能とする予定）

・なお、今後の検討の中で具体に決定するため、現時点から変更する可能性がある。

37

資格要件業務内容

技術士（建設部門）、１級土木施工管理技士、２級土木施工管理技士、同種業務
又は類似業務の履行実績 など

日常管理（「巡視」、「住民
対応」、「災害対応」など）

維持管理

下水道管路管理主任技士、下水道管路管理専門技士（清掃）、下水道管路管理専
門技士（調査）、下水道管路管理専門技士（修繕・改築）、酸素欠乏・硫化水素
危険作業主任者、同種業務又は類似業務の履行実績 など

「管渠・マンホール(ふた含
む)・ます及び取付け管」
の維持管理

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者、１級電気施工管理技士、２級電気施工管理
技士、第１種電気工事士、１級電気通信工事施工管理技士、２級電気通信工事施
工管理技士、同種業務又は類似業務の履行実績 など

「下水道光ファイバー施設」
の維持管理

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者、１級電気施工管理技士、２級電気施工管理
技士、第１種電気工事士、同種業務又は類似業務の履行実績 など

「流量計・水位計等」
の維持管理

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者、電気主任技術者、同種業務又は類似業務の
履行実績 など

「マンホールポンプ」
の維持管理

技術士（総合技術監理部門）（上下水道）、技術士（上下水道部門）（下水道）、
RCCM（下水道）、下水道管路管理総合技士、下水道管路管理主任技士、下水道
管路管理専門技士（修繕・改築）、同種業務又は類似業務の履行実績 など

更新計画案作成更 新

※下線部は必須資格（それ以外はいずれかで良い資格）

※自治体（県、岐阜市、各務原市）ごとに必要となる資格は若干異なる
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今後の予定



今後のスケジュール（案）

今後の予定

Ｒ８年度

市
場
調
査
（第
１
回
）

【今回】

結
果
公
表

市
場
調
査
（第
２
回
）

※スケジュールは変更となる場合があります

Ｒ９年度

入
札
公
募

契
約
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Ｒ１０年度

事
業
実
施

入
札
公
募
準
備


